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類の在留資格から構成されている。「出入国管理及び難民認定法」の在留資格は、平成 2 年 6 月 1 日施
行の法改正で 28種類に変更されたが、本調査研究では、旧法の 18種類の在留資格を対象とする。 






事    項 入国（外国人研究技術者） 出国（日本人研究技術者）
在 留 期 間 長期滞在のみ（3カ月以上） 派遣先国の定めによる（但し、永住は
除く）












事    項 入国（外国人研究技術者） 出国（日本人研究技術者）



































である。ただし、統計調査は、昭和 34 年、昭和 39 年、昭和 44 年、昭和 49 年、昭和 59 年、昭和 61 年、








在留の日本人研究者の中には、家族も含まれている。このため、昭和 63 年 10 月 1 日調査の「海外在留
邦人数調査統計」において、初めて、本人数と同居家族数が区分されて公表されたので、この比率に基
づいて過去の調査の本人数を算出した。したがって、昭和 63年実施の調査以外は、実数ではなく推計値








































































































































































ては、アメリカが 69,556 人（全世界の 47.5％）と 5 割を近くを占めており、以下イギリスの 13,511 人（同
9.2％）、中国の 8,606 人（同 5.9％）の順である《図－C》。また、我が国への派遣元としては、韓国が
20,286 人（全世界の 24.1％）と最も多く、以下、台湾の 15,015 人（同 17.8％）、中国の 11,763 人（同
14.0％）の順となっており、上位3国は我が国の近隣諸国が占めている《図－D》。交流比率を高い順に
みると、ソビエトの 24.46、東ドイツの 16.00、オーストラリアの 14.39の順、低い順にみると、マレーシアの


































人（全世界の 20.4％）、ASEAN諸国へは 6,614人（同 4.5％）、アジアNIESへは 15,909人（同 10.9％）
の派遣となっている。 
同じくブロック別に海外から我が国への受入状況をみると、EC諸国からが4,124人（全世界の4.9％）、
ASEAN 諸国からが 17,182 人（同 20.4％）、アジア NIES からが 36,036 人（同 42.7％）の受け入れとな
っている。 
地域別に我が国から海外への研究技術者の派遣状況をみると、北アメリカ州が 74,554人（全世界の
50.9％）、ヨーロッパ州が 34,287人（同 23.4％）、アジア州が 30,225人（同 20.6％）の順となっている（図
－73、74）。派遣先としては、北アメリカ州とヨーロッパ州で全世界の 4分の 3、アメリカ州だけでも 2分の
1 を占めている。同じく地域別に外国人研究技術者の我が国への受入状況をみると、アジア州が













一方、外国人研究技術者の受入では、「留学」による受入が 45,424 人（受入総数の 53.9％）、「研
修」が 32,512 人（同 38.6％）、「芸術学術活動」が 3,633 人（同 4.3％）、「教授活動」が 2,661 人（同



















昭和 45 年から平成元年までの 20 年間に、我が国から海外へ派遣された日本人研究技術者は
730,218人（出国日本人の 0.9％）、海外から我が国が受け入れた外国人研究技術者は 461,445人（入
国外国人の 1.6％）、この間の交流比率は 1.58であり、派遣が受入を上回っている。 




入について、平成元年と昭和 45年の人数を比較してみると、平成元年の派遣人数は昭和 45年の 13.8










ては、アメリカが 353,852 人（全世界の 48.5％）と 5 割近くを占めており、以下、イギリスの 59,353 人（同






台湾が 97,614 人（全世界の 21.2％）と最も多く、以下、韓国の 87,145 人（同 18.9％）、中国の 63,290
人（同13.7％）の順となっており、上位3か国が我が国の近隣諸国が占めているのは平成元年と同様で
ある《図－J》。韓国の 20 年間の推移をみると、昭和 45 年以降、着実な増加を示しているが、とりわけ、
昭和 57年以降の伸びが顕著である《図－13》。 
国交が樹立された昭和 48 年以降の中国からの受入動向をみると、徐々に研究技術者の受け入れ

















ーマニアの 34.14、東ドイツの 10.99 の順、低い順にみると、マレーシアの 0.14、台湾の 0.20、韓国の












上諸国等から我が国が受け入れた外国人研究技術者は 380,176 人、交流比率は 0.39 で受入が派遣
を上回っている。また、我が国からソ連・東欧諸国へ派遣された日本人研究技術者は 11,474 人、ソ連・
東欧諸国から我が国が受け入れた外国人研究技術者は 1,688 人、交流比率は 6.80 で派遣が受入を
相当上回っている《図－L》。 
ブロック別にこの 20年間の我が国から海外への研究技術者の派遣状況をみると、我が国から EC諸






同じくブロック別にこの 20 年間の海外から我が国への受入状況をみると、EC 諸国からが 26,191 人
（全世界の 5.7％）、ASEAN 諸国からが 76,161 人（同 16.5％）、アジア NIES からが 156,962 人（同
39.5％）の受け入れとなっている。ただし、アジア NIESについては、最近 10年間の数字である。 
地域別にこの 20 年間の我が国から海外への研究技術者の派遣状況をみると、北アメリカ州への派
遣が 377,132人（全世界の 51.6％）、ヨーロッパ州が 192,433人（同 26.4％）、アジア州が 129,955人（同
17.8％）の順となっている（図－78、79）。同じく地域別にこの 20 年間の外国人研究技術者の我が国へ
の受入状況をみると、アジア州からの受入が 347,706 人（全世界の 75.4％）、北アメリカ州の 52,150 人
























一方、外国人研究技術者の受入では、「留学」による受入が 265,923 人（受入総数の 57.6％）、「研
修」が 143,966 人（同 31.2％）、「芸術学術活動」が 29,906 人（同 6.5％）、「教授活動」が 20,743 人（同












次に、最近の 5年間とそれ以前の 15年間における交流比率の変化をみると、先進諸国では、最近の 5
年間が 8.41で、それ以前の 15年間が 5.93、ソ連東欧諸国では、前者が 7.50で後者が 6.30、発展途上諸












データの間隔が不規則になっている。このため、昭和 44 年、49 年、59 年、61 年、63 年の 5 つの時点に
おけるデータを対象とする。 
<1> 和 63年の動向 
昭和 63年において、海外に在留している日本人研究者は 42,491人、我が国に在留している外国人
研究技術者は 41,115人であり、在留比率（在外／在日）は 1.03である。 
海外に在留している日本人研究者数を国別にみると、アメリカが 23,159 人（在留総数の 54.5％）と 5
割強を占め、以下、イギリスの 4,761人（同 11.2％）、フランスの 3,990人（同 9.4％）の順となっている（図
－129）。一方、我が国に在留している外国人研究技術者数を国別にみると、中国（台湾を含む）が
 －23－ 




図－O 研究技術者の派遣と受入の相対図（昭和 60年～平成元年） 
 
 
図－P 研究技術者の派遣と受入の相対図（昭和 45年～昭和 59年） 
次に、社会体制・発展段階別に海外在留の日本人研究者数をみると、先進諸国での在留が 38,657
人（在留総数の 91.0％）、発展途上諸国等での在留が 3,606人（同 8.5％）、ソ連・東欧諸国での在留が
228 人（同 0.5％）となっている（図－130）一方、我が国に在留している外国人研究技術者数をみると、
発展途上諸国等からの在留が 36,708 人（在留総数の 89.3％）、先進諸国からの在留が 4,284 人（同
10.4％）、ソ連・東欧諸国からの在留が 123 人（同 0.3％）となっている（図－133）。この結果から、在外





アジア NIESが 1,629人（同 3.8％）、ASEAN諸国での在留が 421人（同 1.0％）となっている。同じくブ
ロック別に我が国在留の外国人研究技術者数をみると、ASEAN6,827 人（在留総数の 16.6％）、EC か
らの在留が 1,847人（同 4.5％）となっている。 
地域別に海外在留の日本人研究者数をみると、北アメリカでの在留が 24,834 人（在留総数の
58.4％）と過半を占め、以下、西ヨーロッパが 13,304人（同 31.3％）、アジアが 2,872人（同 6.7％）の順と
なっている（図－131）。同じく地域別に我が国在留の外国人研究技術者数をみると、アジアからの在留
が 34,871 人（在留総数の 84.8％）と我が国在留の大部分を占め、以下、北アメリカの 2,374 人（同
5.8％）、ヨーロッパの 2,134人（同 5.2％）の順となっている（図－134）。 
 
<2> 過去の動向 
在留状況のデータは、諸般の事情から、昭和 44 年、49 年、61 年、63 年のデータしか存在しないの
で、過去 5 回のデータに基づいて研究技術者の在留状況がどのように変化していったかを探ってみよ
う。 
昭和 44 年の在外日本人研究者は 10,113 人、同年の在日外国人研究技術者は 4,302 人であり、在
留比率は 2.35、昭和 49年は 17,100人と 6,706人で在留比率は 2.55、昭和 59年は 28,526人と 20,669
人で在留比率は 1.38、昭和 61年は 34,958人と 28,330人で在留比率は 1.23、昭和 63年は 42,491人





在留比率は、昭和 49 年に若干上昇したものの、傾向的には、着実に低下してきており、昭和 63 年


































平成元年において、我が国から海外諸国へ出国した日本人は 9,662,752 人で、このうち、146,488 人が
研究技術者であり、出国日本人の 1.5％を占めている。同じく平成元年において、海外から我が国へ入国
した外国人は 2,985,764 人で、このうち、84,295 人が研究技術者であり、入国外国人の 2.8％を占めてい
る。 
次に、昭和 45 年から平成元年までの 20 年間の動向をみると、我が国から海外へ出国した日本人は
80,389,138人で、このうち、730,218人が研究技術者であり、出国日本人の 0.9％を占めている。また、この
20 年間に海外から我が国へ入国した外国人は 29,102,910 人で、このうち、461,445 人が研究技術者であ
り、入国外国人の 1.6％を占めている。 
<1> 界における国別動向 




昭和 45年に比べると 13.8倍、5年前に比べると 4.2倍、前年に比べると 32,856人（28.9％）の増加と
なった。 
一方、海外から我が国が受け入れた外国人研究技術者は 84,295人であり、昭和 45年に比べると
25.4倍、5年前に比べて 2.5倍、前年に比べて 15,991人（23.4％）の増加となった。 
平成元年と昭和 45 年の比較においては、受入が派遣の伸びを上回っているが、5 年前と前年に
おいては派遣が受入の伸びを上回っている。 
平成元年の交流比率は 1.74であり、前年に比べて 0.08の上昇で、派遣が受入を上回っている。 
日本人研究技術者の派遣人数は、アメリカへの派遣が 69,556人（世界全体の 47.5％）と圧倒的に
多く、次いで、イギリスの 13,511 人（同 9.2％）、中国の 8,606 人（同 5.9％）、韓国の 6,152 人（同




多く、次いで、台湾の 15,015 人（同 17.8％）、中国の 11,763 人（同 14.0％）、タイの 5,748 人（同
6.8％）、アメリカの 5,252 人（同 6.2％）の順となっている（図－4）。海外からの研究技術者の受入は、
我が国の近隣諸国を中心としたアジアからの受入が圧倒的に多い。 
交流比率をみると、ソビエトの 24.46 が最も高く、以下、東ドイツの 16.00、オーストラリアの 14.39、
香港の 14.12、オーストリアの 13.35の順となっており、共産圏諸国の交流比率が高い（図－5）。交流




昭和 45 年から平成元年までの 20 年間に、我が国から海外へ派遣された日本人研究技術者は
730,218人、海外から我が国が受け入れた外国人研究技術者は 461,445人、交流比率は 1.58で派
遣が受入を上回っている。 




と圧倒的に多く、次いで、イギリスの 59,353 人（同 8.1％）、フランスの 39,727 人（同 5.4％）、中国の








多く、次いで、韓国の 87,145人（同 18.9％）、中国の 63,290人（同 13.7％）、アメリカの 45,442人（同
9.8％）、タイの 25,489 人（同 5.5％）の順である（図－12）。海外からの研究技術者の受入は、我が国
の近隣諸国が中心である。 
これら諸国の 20 年間の推移をみると、昭和 50 年代の半ばごろまでは、韓国、アメリカ、タイからの
受入はいずれも緩慢な伸びであったが、その後の韓国の伸びが特に著しい（図－13）。国交が樹立
された昭和 48 年以降の中国からの受入動向をみると、徐々に研究技術者の受け入れが増加してき
てはいるが昭和 50 年代の半ばまでは低水準の増加であった。ところが、昭和 50 年代末から一転し
て飛躍的な増加に転じ、一時減少の後、再び、急激に増加している。この伸びは、20 年間でみても
受入者数が世界第 3位に位置するほどの急激な伸びである（図－14）。 
一方、台湾をみると、国交が途絶えた昭和 48 年以降、着実に増加してきたが、昭和 58 年以降一
時減少した後、再び、飛躍的な伸びを見せている（図－15）。こうした動きをみると、国交途絶が人的
交流面ではほとんど影響がなかったといえよう。 
20年間の交流比率は、ソビエトが 60.52 と最も高く、以下、ルーマニアの 34.14、東ドイツ 10.99、ス
イスの 9.79、オーストリアの 9.47の順である（図－16）。 
20 年間の交流比率を低い順にみると、マレーシアが 0.14 と最も低く、以下、台湾の 0.20、韓国の
0.27、タイの 0.28、アルバニアの 0.33の順となっている（図－17）。 
また、20 年間の研究技術者の交流比率の推移をみると、昭和 56 年までは下降基調であったが、









73.794 人（87.5％）、先進諸国からの受入が 10,285 人（12.2％）、ソ連東欧諸国からの受入が 216 人
（0.3％）となっている（図－20）。 
過去 20 年間における社会体制・発展段階別の我が国からの派遣先をみてみると、先進諸国への
派遣が 570,014 人（78.1％）、発展途上諸国等への派遣が 148,730 人（20.4％）、ソ連東欧諸国への
派遣が 11,474人（1.5％）となっている。（図－21） 
同期間における海外から我が国への派遣元をみてみると、発展途上諸国等からの受入が380,176






















平成元年に、我が国から先進諸国へ派遣された日本人研究技術者は 111,867 人であり、昭和 45




先進諸国から我が国が受け入れた外国人研究技術者は 10,285人であり、昭和 45年に比べて 9.6





多く、次いで、イギリスの 13,511 人（同 12.1％）、フランスの 6,123 人（同 5.5％）、西ドイツの 5,555 人
（同 5.0％）、オーストラリアの 4,834人（同 4.3％）の順となっている（図－25）。 
外国人研究技術者の受入人数は、アメリカからの受入が 5,252人（先進諸国全体の 51.1％）と最も
多く、次いで、イギリスの 1,765 人（同 17.2％）、フランスの 747 人（同 7.3％）、西ドイツの 618 人（同





次いで、オーストリアの 13.35、アメリカの 13.24、イタリアの 11.32、カナダの 10.78 の順である（図－
27）。先進諸国の中では、アイルランドだけが 0.40 と、ただ一国 1.0 を下回っている。 
(b) 20年間の動向 
昭和 45年から平成元年までの 20年間に、我が国から先進諸国へ派遣された日本人研究技術者
は 570,014 人（全世界の 78.1％）、先進諸国から我が国が受け入れた外国人研究技術者は 79,581
人（同 17.2％）であり、交流比率は 7.16 と派遣が受入を大きく上回っている。しかしながら、交流比率
は、平成元年の交流比率 10.88 よりも低い数値となっている。 
20年間の派遣と受入の推移をみると、常に派遣が受入を上回りつつも、派遣と受入の乖離が拡大
する方向で推移している《図－R》。 
20 年間の日本人研究技術者の派遣人数は、やはりアメリカへの派遣が 353,852 人（先進諸国全
体の 62.1％）と圧倒的に多く、次いで、イギリスの 59,353 人（同 10.4％）、フランスの 39,727 人（同
7.0％）、西ドイツの 38,142 人（6.7％）、カナダの 19,415 人（同 3.4％）の順となっている（図－29）。一
方、外国人研究技術者の受入人数は、アメリカからの受入が 45,442 人（先進諸国全体の 57.1％）と
圧倒的に多く、次いで、イギリスの 11,901人（同 15.0％）、フランス尾 5,026人（同 6.3％）、西ドイツの



















45年に比べて 6.6倍、5 年前に比べて 2.9倍、前年に比べて 241人（19.1％）の増加となった。平成
元年における我が国からソ連・東欧諸国への派遣人数は、我が国が全世界に向けて派遣した人数
の 1.0％である。 
ソ連・東欧諸国から我が国に受け入れた外国人研究技術者は 216 人であり、昭和 45 年に比べて
54.0 倍、5 年前に比べて 1.7 倍、前年に比べて 92 人（74.2％）の増加となった。ソ連・東欧諸国から
我が国への受入人数は、全世界から我が国が受け入れた人数の 0.3％である。 
平成元年の交流比率は 6.94 であり、派遣が受入を上回っているが、前年に比べて 3.21 低下して
いる。日本人研究技術者の派遣人数は、ソビエトへの派遣が 587人（ソ連・東欧諸国全体の 39.1％）
と最も多く、次いで、ハンガリーの 215 人（同 14.3％）、東ドイツの 192 人（同 12.8％）、猪口スロバキ
アの 163人（同 10.9％）、ポーランドの 142人（同 9.5％）の順となっている（図－33）。 
外国人研究技術者の受入人数は、ポーランドからの受入が 62 人（ソ連・東欧諸国全体の 28.7％）
 －32－ 
と最も多く、次いで、ハンガリーの 36人（同 16.7％）、ユーゴスラビアの 32人（同 14.8％）、ブルガリア
の 27人（同 12.5％）、ソビエトの 24人（同 11.1％）の順となっている（図－34）。 






術者は 11,474 人（全世界の 1.6％）、ソ連・東欧諸国から我が国へ受け入れた外国人研究技術者は
1,688 人（同 0.4％）であり、交流比率は 6.80 と派遣が受入を大きく上回っている。20 年間の交流比
率 6.80は、平成元年の交流比率 6.94 を若干下回っている。 
20 年間の派遣と受入の推移で特徴的なことは、昭和 57 年を境にして、派遣は大きな伸びを示し
ているのに対して、受入は停滞気味に推移している《図－S》。 
20年間の日本人研究技術者の派遣人数は、ソビエトへの派遣が 4,418人（ソ連・東欧諸国全体の
38.5％）と最も多く、次いで、ハンガリーの 1,687 人（同 14.7％）、ポーランドの 1,301 人(同 11.3％)、
東ドイツの 1,275人(同 11.1％)、チェコスロバキアの 1,187人(同 10.3％)の順となっている（図－37）。 
外国人研究技術者の受入人数は、ポーランドからの受入が 403 人（ソ連・東欧諸国全体の
23.9％）と最も多く、次いで、ブルガリアの 340人（同 20.1％）、ユーゴスラビアの 333人（同 19.7％）、
ハンガリーの 238人（同 14.1％）、チェコスロバキアの 168人（同 10.0％）の順となっている（図－38）。 
次に、20年間の交流比率をみると、ソビエトが 60.52と最も高く、以下、ルーマニアの 34.14、東ドイ

















べて 32.9 倍、5 年前に比べて 2.6 倍、前年に比べて 14,255 人（23.9％）の増加となった。発展途上
諸国等から我が国への受入人数は、全世界から我が国が受け入れた人数の 87.5％である。 
平成元年の交流比率は 0.45であり、前年に比べて 0.01低下している。 
日本人研究技術者の派遣人数は、中国への派遣が 8,606人(発展途上諸国等の 26.0％)と最も多
く、次いで、韓国の 6,152人（同 18.6％）、台湾の 4,644人（同 14.0％）、香港の 2,795人（同 8.4％）、
シンガポールの 2,318 人（同 7.0％）の順となっている（図－41）。外国人研究技術者の受入人数は、
韓国からの受入が 20,286 人（発展途上諸国等の 27.5％）と最も多く、次いで、台湾の 15,015 人（同
20.3％）、中国の 11,763 人（同 15.9％）、タイの 5,748（同 7.8％）、フィリピンの 4,826 人（同 6.5％）の
順となっている（図－42）。 





技術者は 148,730 人（全世界の 20.4％）、発展途上諸国等から我が国が受け入れた外国人研究技
術者は 380,176 人（同 82.4％）であり、交流比率は 0.39 で受入が派遣をかなり上回っている。20 年
間の交流比率 0.39は、平成元年の交流比率 0.45 を下回っている。 




20 年間の日本人研究技術者の派遣人数は、中国への派遣が 39,609 人（発展途上諸国等の
26.6％）と最も多く、次いで、韓国の 23,723 人（同 16.0％）、台湾の 19,671 人（同 13.2％）、香港の
8,077人（同 5.4％）、シンガポールの 7,479人（同 5.0％）の順となっている（図－45）。 
外国人研究技術者の受入人数は、台湾からの受入が 97,614 人（発展途上諸国等の 25.7％）と最
も多く、ついで、韓国の 87,145 人（同 22.9％）、中国の 63,290 人（同 16.6％）、タイの 25,489 人（同




20 年間の交流比率をみると、香港が 3.43 と最も高く、以下、シンガポールの 1.76、インドの 0.92、









ア、ポルトガル、スペインの 12 カ国で構成されている。なお、途中で EC に加盟した国は、加盟以前
の人数はカウントしていないので注意を要する。 
(a) 平成元年の動向 
平成元年に、我が国から EC諸国へ派遣された日本人研究技術者は 29,840人であり、昭和 45年
に比べて 14.9倍、5 年前に比べて 4.1倍、前年に比べて 6,364人（27.1％）の増加となった。平成元
年における我が国から EC 諸国への派遣人数は、我が国が全世界に向けて派遣した人数の 20.4％
を占めている。 






日本人研究技術者の派遣人数は、イギリスへの派遣が 13,511 人（EC 諸国全体の 45.3％）と最も
高く、次いで、フランスの 6,123 人（同 20.5％）、西ドイツの 5,555 人（同 18.6％）、イタリアの 2,061 人
(同 6.9％)、スペインの 1,009人（同 3.4％）の順となっている（図－49）。 
外国人研究技術者の受入人数は、イギリスからの受入が 1,765 人（EC 諸国全体の 42.8％）と最も
多く、ついで、フランスの747人（同18.1％）、西ドイツの618人（同15.0％）、アイルランドの259人（同
6.3％）、イタリアの 182人(同 4.4％)の順となっている（図－50）。 
次に、交流比率をみると、イタリアが 11.32と最も高く、以下、スペインの 9.61、西ドイツの 8.99、フラ
ンスの 8.20、イギリスの 7.65の順となっている（図－51）。 
(b) 20年間の動向 
昭和 45 年から平成元年までの 20 年間に、我が国から EC 諸国に派遣された日本人研究技術者
は 158,077人（全世界の 21.6％）、EC諸国から我が国が受け入れた外国人研究技術者は 26,191人
（同 5.7％）であり、交流比率は 6.04 で派遣が受け入れを大幅に上回っている。これは、先進諸国の
交流比率 7.16 を若干下回っている。 
20年間の派遣と受入の推移をみると、昭和 60年代になってからの急激な派遣の伸びが特に目立
つ（図－52）。 
20 年間の日本人研究技術者の派遣人数は、イギリスへの派遣が 57,680 人（EC 諸国全体の
36.5％）と最も多く、次いで、フランスの 39,727人（同 25.1％）、西ドイツの 38,142人（同 24.1％）、イタ
リアの 10,461人（同 6.6％）、オランダの 3,694人（同 2.3％）の順である（図－53）。 
外国人研究技術者の受入人数は、イギリスからの受入が 11,582人（EC諸国全体の 44.2％）と最も
多く、次いで、フランスの 5,026 人（同 19.2％）、西ドイツの 4,731 人（同 18.1％）、イタリアの 1,201 人
（同 4.6％）、オランダの 859人（同 3.3％）の順となっている（図－54）。ただし、イギリスの人数は、イギ
 －36－ 
リスが昭和 48年に ECに加盟していることから、加盟以前の人数はカウントしていない。 
20 年間の交流比率をみると、イタリアが 8.71 と最も高く、以下、西ドイツの 8.06、フランスの 7.90、
スペインの 7.77、イギリスの 4.98の順である（図－55）。 
この場合も、イギリスとスペインについては、加盟後の人数から交流比率を算出した。 






平成元年に、我が国から ASEAN 諸国へ派遣された日本人研究技術者は 6,614 人であり、昭和
45 年に比べて 38.9 倍、5 年前に比べて 5.5 倍、前年に比べて 2、011 人（43.7％）の増加となった。
平成元年における我が国から ASEAN 諸国への派遣人数は、我が国が全世界に向けて派遣した人
数の 4.5％に過ぎない。 
ASEAN 諸国から我が国が受け入れた外国人研究技術者は 17,182 人であり、昭和 45 年に比べ
て 56.5倍、5年前に比べて 2.8倍、前年に比べて 2,980人（21.0％）の増加となった。平成元年にお
ける ASEAN 諸国から我が国への受入人数は、全世界から我が国が受け入れた人数の 20.4％を占
めている。 
平成元年の交流比率は 0.38であり、前年に比べて 0.06の上昇である。 
日本人研究技術者の派遣人数は、シンガポールへの派遣が 2,318 人（ASEAN 諸国全体の
35.0％）と最も多く、次いで、タイの 1,868人（同 28.2％）、フィリピンの 962人（同 14.5％）、インドネシ
アの 927人（同 14.0％）、マレーシアの 539人（同 8.1％）の順となっている（図－57）。 
外国人研究技術者の受入人数は、タイからの受入が 5,748人（ASEAN諸国全体の 33.5％）と最も
多く、次いで、フィリピンの 4,826 人（同 28.1％）、マレーシアの 3,425 人（同 19.9％）、インドネシアの
2,559（同 14.9％）、シンガポールの 537人（同 3.1％）の順となっている（図－58）。 
交流比率をみると、シンガポールが 4.32 と最も高く、以下、インドネシアの 0.36、タイの 0.32、フィリ
ピンの 0.20、マレーシアの 0.16の順となっている（図－59）。 
(b) 20年間の動向 
昭和 45 年から平成元年までの 20 年間に、我が国から ASEAN 諸国に派遣された日本人研究技
術者は 29,103 人（全世界の 4.0％）、ASEAN 諸国から我が国が受け入れた外国人研究技術者は
76,161人（同 16.5％）であり、交流比率は 0.38である。これは、平成元年の交流比率と同率である。 
20年間の派遣と受入の推移をみると、昭和 56年までは派遣と受入が拮抗していたが、その後、派
遣・受入とも増加基調にある。とりわけ、受入の増加が著しい（図－60）。 
20 年間の日本人研究技術者の派遣人数は、シンガポールへの派遣が 7,479 人（ASEAN 諸国全
体の 25.7％）と最も多く、次いで、フィリピンの 7,346人（同 25.2％）、タイの 7,144人（同 24.5％）、イン
ドネシアの 5,082人（同 17.5％）、マレーシアの 2,052人（同 7.1％）の順となっている（図－61）。 
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外国人研究技術者の受入人数は、タイからの受入が 25,489 人（同 ASEAN 諸国全体の 33.5％）
と最も多く、次いで、フィリピンの 16,802 人（同 22.1％）、マレーシアの 14,773 人（同 19.4％）、インド
ネシアの 14,408人（同 18.9％）、シンガポールの 4,257人（同 5.6％）の順である（図－62）。交流比率
をみると、シンガポールの1.76が最も高く、以下、フィリピンの0.44、インドネシアの0.35、タイの0.28、
マレーシアの 0.14 と続いている（図－63）。 
20 年間の交流比率の推移をみると、前半は乱高下しながらも傾向としては低下を続け、昭和 57
年をボトムとして、その後緩やかな上昇に転じている（図－64）。 





に比べて 7.0 倍、前年に比べて 4,589 人（40.5％）の増加となった。平成元年における我が国からア
ジア NIESへの派遣人数は、我が国が全世界に向けて派遣した人数の 10.9％を占めている。 
アジア NIESから我が国が受け入れた外国人研究技術者は 36,036人であり、5年前に比べて 3.1
倍、前年に比べて6,928人（23.8％）の増加となった。アジアNIESから我が国への受入人数は、全世
界から我が国が受け入れた人数の 42.7％を占めている。平成元年の交流比率は 0.44 であり、前年
に比べて 0.05の上昇である。 
日本人研究技術者の派遣人数は、韓国への派遣が 6,152 人（アジア NIES 全体の 38.7％）と最も
多く、次いで、台湾の 4,644 人（同 29.2％）、香港の 2,795 人（同 17.6％）、シンガポールの 2,318 人
（同 14.6％）の順となっている（図－65）。 
外国人研究技術者の受入人数は、韓国からの受入が 20,286人（アジアNIES全体の 56.3％）と最
も多く、以下、台湾の 15,015 人（同 41.7％）、シンガポールの 537 人（同 1.5％）、香港の 198 人（同
0.5％）の順となっている（図－66）。 
交流比率をみると、香港が 14.12 と最も高く、以下、シンガポールの 4.32、台湾の 0.31、韓国の
0.30 の順である（図－67）。この結果から、アジア NIES の中では隣国である韓国との交流が最も活
発であり、交流は我が国への受け入れが主体となっていることがわかる。 
(b) 10年間の動向 
昭和 55 年から平成元年までの 10 年間に、我が国からアジア NIES へ派遣された日本人研究技
術者は 50,384 人（全世界の 8.8％）、アジア NIES から我が国が受け入れた外国人研究技術者は




10 年間の日本人研究技術者の派遣人数は、韓国への派遣が 20,190 人（アジア NIES 全体の
40.1％）と最も多く、以下、台湾の 17,091人（同 33.9％）、香港の 7,288人（同 14.5％）、シンガポール
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の 5,815 人（同 11.5％）の順である（図－69）。外国人研究技術者の受入人数は、韓国からの受入が
80,386 人（アジア NIES 全体の 51.2％）と最も多く、以下、台湾の 71,348 人（同 45.5%）、シンガポー
ルの 3,883 人（同 2.5％）、香港の 1,345 人（同 0.9％）の順となっている（図－70）。10 年間の交流比








の派遣が 74,554人（世界全体の 50.9％）と最も多く、次いで、ヨーロッパ州の 34,287人（同 23.4％）、 
アジア州の 30,225 人（同 20.6％）、オセアニア州の 6,340 人（同 4.3％）、南アメリカ州の 592 人（同
0.4％）、アフリカ州の 490人（同 0.3％）の順である（図－73、74）。我が国から海外へ派遣される研究
技術者の 2人のうち 1 人が北アメリカ州へ、4人のうちの 3人が北アメリカ州かヨーロッパ州に派遣さ
れていることになる。 
一方、各地域（州）から我が国への受入人数は、アジア州からの受入が 67,248 人（世界全体の
79.8％）と圧倒的に多く、次いで、北アメリカ州の 6,255 人（同 7.4％）、ヨーロッパ州の 4,640 人（同
5.5％）、南アメリカ州の 3,961 人（4.7％）、アフリカ州の 1,321 人（同 1.6％）、オセアニア州の 798 人
（同 0.9％）、その他の 72人（同 0.1％）の順である（図－75、76）。海外から我が国が受け入れる研究
技術者の 10人のうちの 8人がアジア州から派遣されてきたことになる。 
次ぎに、平成元年の交流比率をみると、北アメリカ州が 11.92 と最も高く、以下、オセアニア州の







人数は、北アメリカ州への派遣が 377,132 人（世界全体の 51.6％）と最も多く、次いで、ヨーロッパ州
の 192,433人（同 26.4％）、アジア州の 129,955人（同 17.8％）、オセアニア州の 23,845人（同 3.3％）、
南アメリカ州の 3,621 人（同 0.5％）、アフリカ州の 2,981 人（同 0.4％）、その他の 251 人（0％）の順と
なっている（図－78、79）。一方、各地域から我が国への受入人数は、アジア州からの受入が
347,706 人（同 75.4％）と圧倒的に多く、次いで、北アメリカ州の 52,150 人（同 11.3％）、ヨーロッパ州
の 31,286 人（同 6.8％）、南アメリカ州の 15,812 人（同 3.4％）、アフリカ州の 9,025 人（同 2.0％）、オ
セアニア州の 4,806人（同 1.0％）、その他の 660人（同 0.1％）の順である（図－80、81）。州別の順位
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は、派遣・受入とも、平成元年と全く同じである。 
20年間の交流比率をみると、北アメリカ州が 7.23 と最も高く、以下、ヨーロッパ州の 6.15、オセアニ








術修得」で派遣された者は 113,234 人（派遣の 77.3％）、「学術研究調査」で派遣された者は 33,254
人（同 22.7％）である（図－83）。 
一方、海外から我が国が受け入れた外国人研究技術者 84,295人のうち、「留学」で受け入れた者
が 45,424人（受入の 53.9％）と最も多く、以下、｢研修｣の 32,512人（同 38.6％）、「芸術学術活動」の





フランスの 4,464 人（同 3.9％）、オーストラリアの 4,140 人（同 3.7％）の順である（図－85）。「学術研
究調査」を目的とした派遣者 33,254人の内訳は、アメリカが 11,033人（当該派遣の 33.2％）と最も多
く、以下、中国の 3,089人（同 9.3％）、韓国の 2,168人（同 6.5％）、西ドイツの 2,136（同 6.4％）、イギ













14,586人（当該受入の 32.1％）と最も多く、以下、台湾の 14,010人（同 30.8％）、中国の 7,193人（同
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15.8％）、アメリカの 2,210 人（同 4.9％）、マレーシアの 1,127 人（同 2.5％）と続いている（図－89）。
「研修」を目的とした受入者 32,512 人の内訳は、韓国が 4,965 人（当該受入の 15.3％）と最も多く、
以下、タイの 4,653人（同 14.3％）、フィリピンの 4,092人（同 12.6％）、中国の 3,760人（同 11.6％）、
マレーシアの 2,263人（同 7.0％）と続いており、上位 5カ国はいずれもアジア諸国である（図－90）。
「教授活動」を目的とした受入者 2,661 人の内訳は、アメリカが 1,331 人（当該受入の 50.0％）と際立
って多く、以下、イギリスの 343 人（同 12.9％）、カナダの 166 人（同 6.2％）、西ドイツの 140 人（同
5.3％）、フランスの 123人（同 4.6％）の順で、上位 5カ国は全て欧米諸国である（図－91）。 
「芸術学術活動」を目的とした受入者 3,633人の内訳は、アメリカが 841人（当該受入の 23.1％）と
最も多く、以下、中国の 733人（同 20.2％）、韓国の 660人（同 18.2％）、西ドイツの 166人（同 4.6％）、
フランスの 160人（同 4.4％）の順である（図－92）。「高度の技術提供」を目的とした受入者 65人の内
訳は、アメリカが 39 人（当該受入の 60.0％）と圧倒的に多く、以下、イギリスの 10 人（同 15.4％）、オ













先進諸国からの受入は、「留学」が 38,7％、「研修」が 22.6％、「教授活動」が 22.2％、「芸術学術
活動」が 15.9％、「高度の技術提供」が 0.6％の順である（図－95）。ソ連・東欧諸国からの受入は、
「留学」が 49.1％、「芸術学術活動」が 34.7％、「教授活動」が 8.8%、「研修」が 7.4％、「高度の技術
提供」は 0％（皆無）である（図－96）。 
発展途上諸国等からの受入は、「留学」が 56.0％、「研修」が 40.9％、「芸術学術活動」が 2.6％、








い圧倒的な比率を示しているのに対して、先進諸国では 6 割強、ソ連・東欧諸国では 5 割半ば程度
に過ぎない。一方、全渡航目的に占める「教授活動」と「高度の技術提供」の割合をみると、先進諸


















究技術者 730,218 人うち、｢留学・研修・技術修得｣で派遣された者は 494,013 人（派遣の 67.7％）、
｢学術研究調査｣で派遣された者は 236,205人（同 32.3％）である（図－100）。 
一方、我が国が海外から受け入れた外国人研究技術者 461,445 人のうち、「留学」で受けいれた
者が 265,923 人（受入の 57.6％）と最も多く、以下、「研修」の 143,966 人（同 31.2％）、「芸術学術活
動」の 29,906 人（同 6.5％）、「教授活動」の 20,743 人（同 4.5％）、「高度の技術提供」の 907 人（同
0.2％）の順である（図－101）。我が国から海外へ派遣された研究技術者について、渡航目的毎の
国別傾向を見てみよう。 
｢留学・研修・技術修得｣を目的とした派遣者 494,013 人の内訳は、アメリカが 271,564 人（当該派
遣の 55.0％）と圧倒的に多く、以下、イギリスの 44,125 人（8.9％）、フランスの 27,819 人（同 5.6％）、
中国の 21,571 人（同 4.4％）、西ドイツの 20,986 人（同 4.2％）の順である（図－102）。｢学術研究調
査｣を目的とした派遣者 236,205 人の内訳は、アメリカが 82,288 人（当該派遣の 34.8％）と最も多く、
以下、中国の18,038人（同7.6％）、西ドイツの17,156人（同7.3％）、イギリスの15,228人（同6.4％）、












人（当該受入の 34.3％）と最も多く、以下、韓国の 61,760 人（同 23.2％）、中国の 37,396 人（同
14.1％）、アメリカの 20,848 人（同 7.8％）、タイの 8,012 人（同 3.0％）の順である（図－106）。「研修」
を目的とした受入者 143,966人の内訳は、中国が 21,448人（当該受入の 14.9％）と最も多く、以下、
韓国の 20,382 人（同 14.2％）、タイの 17,108 人（同 11.9％）、フィリピンの 12,528 人（同 8.7％）、イン
ドネシアの 10,187人（同 7.1％）の順で、上位 5カ国はいずれもアジア諸国である（図－107）。 
「教授活動」を目的とした受入者 20,743人の内訳は、アメリカが 9,876人（当該受入の 47.6％）と最
も多く、以下、イギリスの 2,943人（同 14.2％）、西ドイツの 1,455人（同 7.0％）、フランスの 1,021人（同
4.9％）、カナダの 992人（同 4.8％）の順で、上位 5カ国は全て欧米諸国である（図－108）。「芸術学
術活動」を目的とした受入者 29,906人の内訳は、アメリカが 11,034人（当該受入の 36.9％）と最も多
く、以下、韓国の 4,336 人（同 14.5％）、中国の 3,965 人（同 13.3％）、台湾の 1,371 人（同 4.6％）、
西ドイツの 1,350（同 4.5％）の順である（図－109）。 
「高度の技術提供」を目的とした受入 907人の内訳は、アメリカが 380人（当該受入の 41.9％）と最
も多く、以下、オランダの 131 人（同 14.4％）、韓国の 117 人（同 12.9％）、香港の 76 人（同 8.4％）、









先進諸国からの受入は、「留学」が 43.4％、「教授活動」が 22.2％、「芸術学術活動」が 21.4％、
「研修」が 12.2％、「高度の技術提供」が 0.8％となっている（図－112）。ソ連・東欧諸国からの受入は、
「留学」が 46.6％、「芸術学術活動」が 23.1％、「研修」が 22.9％、「教授活動」が 7.4％の順である（図
－113）。 
発展途上諸国等からの受入は、「留学」が 60.6％、「研修」が 35.2％、「芸術学術活動」が 3.3％、























先進諸国との交流では、最近の 5 年間における先進諸国の派遣全体に占める比率は 75.6％、受入全
体に占める比率は 13.7％、それ以前の 15年間においては、前者が 81.7％、後者が 23.2％となっている。 
ソ連東欧諸国との交流では、最近の 5 年間におけるソ連東欧諸国の派遣全体に占める比率は 1.2％、
受入全体に占める比率は 0.2％、それ以前の 15年間においては、前者が 2.1％、後者が 0.6％となってい
る、 
発展途上諸国等との交流では、最近の 5 年間における発展途上諸国等の派遣全体に占める比率は








対先進諸国との関係をみると、受入では、最近の 5年間が 39,437人とそれ以前の 15年間の 40,144人
を多少下回っているのに対し、派遣では、最近の 5年間が 331,760人とそれ以前の 15年間の 238,254人
を約 1.4倍も上回っている。 
このことは、最近 5 年間とそれ以前の 15 年間の対比において、派遣の増加が、受入のそれをかなり上
回っていることを意味している。 
対ソ連東欧諸国との関係をみると、最近 5年間の派遣が 5,292人とそれ以前の 15年間の 6,182人を若
干下回っており、受入でも、最近 5 年間が 706 人、それ以前の 15 年間が 982 人とやはり下回っている。
派遣・受入とも、最近の 5年間の人数がそれ以前の 15年間の人数を下回っており、交流の活発化の程度
は相対的に低いといえる。 
対発展途上諸国等との関係では、最近の 5 年間の派遣が 101,467 人、それ以前の 15 年間が 47,263




の 5年間が 8.41でそれ以前の 15年間が 5.93、ソ連東欧諸国では 7.50と 6.30、発展途上諸国等では 0.41
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年間における「留学・研修・技術修得」目的の派遣が 77.0とそれ以前の 15年間の 66.1％を上回っており、
受入でも最近 5年間における「留学」と「研修」目的の受入が 59.9％とそれ以前の 15年間の 51.4％を上回
っている（図－117、118、119、120） 
対ソ連東欧諸国との関係をみると、派遣では最近 5年間における「留学・研修・技術修得」が 33.2％とそ
れ以前の 15 年間の 30.3％を若干上回っているが、一方、受入においては、最近 5 年間の「留学」と「研
修」が 60.6％とそれ以前の 15年間の 75.9％をかなり下回っている（図－121、122、123、124） 
対発展途上諸国等との関係をみると、派遣では、最近 5年間の「留学・研修・技術修得」が 57.7％とそれ
以前の 15年間の 40.2%を大きく上回っており、受入は、最近 5年間の「留学」と「研修」が 96.4％とそれ以
前の 15 年間の 94.8％を若干上回っている（図－125、126、127、128）。以上のことを総合すると、最近 5
年間とそれ以前の 15年間の対比において、明らかになった事柄は以下のとおりである 
<1> 最近の 5 年間において、我が国との交流が最も活発化したのは発展途上諸国等であるが、派遣と受
入の増加の伸びは比較的均衡している。 








データの間隔が不規則になっている。このため、昭和 44 年、49 年、59 年、61 年、63 年の 5 つの時点に
おけるデータを対象とする。 
<1> 昭和 63の動向 
昭和 63年において、我が国に在留している外国人研究技術者は 41,115人、海外に在留している日
本人研究技術者は 42,491人であり、在留比率は 1.03である。 
海外に在留する日本人研究者等の人数を国別にみると、アメリカが 23,159 人（在留総数の 54.5％）
と最も多く、次いで、イギリスの 4,761 人（同 11.2％）、フランスの 3,990 人（同 9.4％）、西ドイツの 2,538
人（同 6.0％）、カナダの 1,650人（同 3.9％）の順である（図－129）。 
社会体制・発展段階別にみると、先進諸国での在留が 38,657人（在留総数の 91.0％）、発展途上諸
国等での在留が 3,606 人（同 8.5％）、ソ連・東欧諸国での在留が 228 人（同 0.5％）となっている（図－
130）。 
ブロック別にみると、EC 諸国に在留している日本人研究者等が 12,603 人（在留総数の 29.7％）、ア
ジア NIES に在留している者が 1,629（同 3.8％）、ASEAN 諸国に在留している者が 421 人（同 1.0％）
となっている。 
地域別にみると、北アメリカが 24,834人（在留総数の 58.4％）、西ヨーロッパが 13,304人（同 31.3％）、 
アジアが 2,872人（同 6.8％）、大洋州が 856人（同 2.0％）、東ヨーロッパが 228人（同 0.5％）、中央アメ
リカ 131人（同 0.3％）、南アメリカが 114人（同 0.3％）、中近東が 76人（同 0.2％）、アフリカが 76人（同
0.2％）の順となっている（図－131）。 
次に、我が国に在留する外国人研究技術者数を国別にみると、中国（中華人民共和国と台湾）から
の在留が 19,533 人（在留総数の 47.5％）と最も多く、以下、朝鮮（大韓民国と朝鮮民主主義人民共和
国）の７，１６６人（同 17.4％）、タイの 2,330 人（同 5.7％）、アメリカの 1,996 人（同 4.9％）、マレーシアの
1,717人（同 4.2％）の順となっており、アジア諸国からの在留が圧倒的に多い（図－132）。 
社会体制・発展段階別にみると、発展途上諸国等からの在留が 36,708 人（在留総数の 89.3％）、先
進諸国からの在留が 4,284人（同 10.4％）、ソ連・東欧諸国からの在留が 123人（同 0.3％）となっている
（図－133）。 
地域別にみると、アジア州からの在留が 34,871 人（在留総数の 84.8％）と圧倒的に多く、以下、北ア
メリカ州の 2,374人（同 5.8％）、ヨーロッパ州の 2,134人（同 5.2％）、南アメリカ州の 943人（同 2.3％）、
アフリカ州の 427人（同 1.0％）、オセアニア州の 270人（同 0.7％）、その他の 96人（同 0.2％）の順とな
っている（図－134）。 
ブロック別にみると、ASEAN 諸国から我が国へ入国・在留している外国人研究技術者が 6,827 人









在留状況のデータは、諸般の事情から、昭和 44 年、49 年、59 年、61 年、63 年のデータしか存在し
ないので、過去 5 回のデータに基づいて研究技術者の在留状況がどのように変化していったかを探っ
てみよう。 
昭和 44 年の在外日本人研究者等は 10,113 人、同年の在日外国人研究技術者は 4,302 人であり、
在留比率は2.35、昭和49年は17,100人と6,706人で在留比率は2.55、昭和59年は28,526人と20,669
人で在留比率は 1.38、昭和 61年は 34,958人と 28,330人で在留比率は 1.23、昭和 63年は 42,491人
と 41,115人で在留比率は 1.03 と推移している（図－135）。 
在留比率は、昭和 49年に若干上昇したものの、傾向的には、着実に低下してきており、昭和 63 年






社会体制・発展段階別にみると、昭和 44年は先進諸国が 9,213人（在留総数の 91.1％）、発展途上
諸国等 736人（同 7.3％）、ソ連・東欧諸国が 164人（同 1.6％）、昭和 49年は先進諸国が 15,487人（同
90.6％）、発展途上諸国等が 1,480人（同 8.6％）、ソ連・東欧諸国が 133人（同 0.8％）、昭和 59年は先
進諸国が 26,564人（同 93.1％）、発展途上諸国等が 1,811人（同 6.4％）、ソ連・東欧諸国が 151人（同
0.5％）となっている。 
昭和 61年は先進諸国が 31,404人（在留総数の 89.8％）、発展途上諸国等が 3,360人（同 9.6％）、
ソ連・東欧諸国が 194人（同 0.6％）、昭和 63年は先進諸国が 38,657人（同 91.0％）、発展途上諸国等
が 3,606人（同 8.5％）、ソ連・東欧諸国が 228人（同 0.5％）となっている（図－136）。 
在外日本人研究者は各年とも9割前後が先進諸国に在留し、発展途上諸国等には1割未満、ソ連・
東欧諸国には 1％前後の研究者しか在留していない。 
ブロック別にみると、EC 諸国に在留している日本人研究者は、昭和 44 年が 1,713 人（在留総数の
16.9％）、昭和 49 年が 5,595 人（同 32.7％）、昭和 59 年が 8,147 人（同 28.6％）、昭和 61 年が 9,501
人（同 27.2％）、昭和 63年が 12,603人（同 29.7％）と昭和 44年を除けば、大体 3割前後が ECに在留
している（図－137）。 
ASEAN諸国に在留している日本人研究者は、昭和 44年が 52人（在留総数の 0.5％）、昭和 49年
が 205 人（同 1.2％）、昭和 59 年が 213 人（同 0.7％）、昭和 61 年が 238 人（同 0.7％）、昭和 63 年が








数の 77.4％）、先進諸国が 964人（同 22.4％）、ソ連・東欧諸国が 8人（同 0.2％）、昭和 49年は発展途
上諸国等からが 4,740 人（同 70.7％）、先進諸国が 1,931 人（同 28.8％）、ソ連・東欧諸国が 35 人（同
0.5％）、昭和 59 年は発展途上諸国からが 17,409 人（同 84.2％）、先進諸国が 3,162 人（同 15.4％）、
ソ連・東欧諸国が 98人（同 0.5％）となっている。 
昭和 61年は発展途上諸国等からが 24,390人（同 86.1％）、先進諸国が 3,833人（同 13.5％）、ソ連・
東欧諸国が 107人（同 0.4％）、昭和 63年は発展途上諸国等からが 36,708人（同 89.3％）、先進諸国
が 4,284人（同 10.4％）、ソ連・東欧諸国が 123人（同 0.3％）となっている（図－139）。 
在日外国人研究技術者のうち、発展途上諸国等の研究技術者が占める割合は、昭和 40 年代は 7
割台、それ以降は経年的に割合を拡大し、昭和 63年には 9割近くにまで上昇している。先進諸国から
我が国へ入国・在留する研究技術者の割合は、昭和 40 年代は 2～3 割であったが、それ以降は割合
が低下し、昭和 63 年には 1 割近くにまで落ち込んでいる。ソ連・東欧諸国からの入国・在留は、常に
0.5％未満である。（統計表参照） 
ブロック別では、EC諸国からの在日外国人研究技術者の推移は、昭和 44年が 104人（在留総数の
2.4％）、昭和 49 年が 437 人（同 6.5％）、昭和 59 年が 1,111 人（同 5.4％）、昭和 61 年が 1,457 人（同
5.1％）、昭和 63年が 1,847人（同 4.5％）となっている（図－140）。 
ASEAN諸国からの在日外国人研究技術者数の推移も、昭和 44年が 699人（在留総数の 16.2％）、
昭和49年が709人（同10.6％）、昭和59年が3,090人（同14.9％）、昭和61年が3,632人（同12.8％）、
昭和 63年が 6,827人（同 16.6％）となっている（図－141）。 
地域別にみると、5 回の調査とも、アジア州が圧倒的に多く、以下、北アメリカ州、ヨーロッパ州の順と
なっている。（統計表参照） 







見てみると、アジアへの技術輸出が 1,037億円（受取総額の 42.1％）と最も多く、次いで、北アメリカの 770億
円（同 31.3％）、ヨーロッパの 493億円（同 20.0％）、アフリカの 60億円（同 2.4％）、オセアニアの 59億円（同
2.4％）、南アメリカの 44 億円（同 1.8％）の順となっている（図－142）。これを国別にみると、アメリカからの受
取額が 711 億円（受取総額の 28.9％）と最も多く、以下、韓国の 306 億円（同 12.4％）、イギリスの 139 億円
（同 5.6％）、台湾の 132 億円（同 5.4％）、シンガポールの 121 億円（同 9.4%）の順となっている（図－143）
一方、技術輸入に伴う支払額を地域別にみると、北アメリカからの技術輸入が 1,981 億円（支払総額の
63.5％）と際立って多く、次いで、ヨーロッパの 1,136億円（同 36.4％）、オセアニアの 3億円（同 0.1％）、アジ
アの 2 億円（同 0.1％）の順となっている（図－142）。これを国別にみると、アメリカへの支払額が 1,969 億円
（支払総額の 63.1％）と際立って多く、次いで、オランダの 276 億円（同 8.8％）、フランスの 262 億円（同
8.4％）、スイス及び西ドイツが共に 184 億円（同 5.9％）の順である（図－144）。次に、昭和 63 年における我
が国と海外諸国との間の研究技術者の交流の現状を見てみよう。 
我が国から海外への派遣を地域別にみると、北アメリカへの派遣が 56,088 人（派遣総数の 49.4％）と最も
多く、次いで、ヨーロッパの27,185人（同23.9％）、アジアの24,971人（同21.9％）、オセアニアの4,512人（同
4.0％）、南アメリカの 458 人（同 0.4％）、アフリカの 418 人（同 0.4％）の順となっている（図－145）。これを国
別にみると、アメリカへの派遣が 52,224人（派遣総数の 46.0％）と最も多く、次いで、イギリスの 10,487人（同
9.2％）、中国の 9,341人（同 8.2％）、フランスの 4,733人（同 4.2％）、西ドイツの 4,546人（同 4.0％）の順とな
っている（図－146）。 
海外から我が国への受入を地域別にみると、アジアからの受入が 55,617 人（受入総数の 81.4％）と圧倒
的に多く、次いで、北アメリカの 5,271人（同 7.7％）、ヨーロッパの 3,807人（同 5.6％）、南アメリカの 1,844人
（同 2.7％）、アフリカの 1,078人（同 1.6％）、オセアニアの 590人（同 0.9％）、その他の 97人（同 0.1％）の順
である（図－145）。これを国別にみると、韓国からの受入が 15,167 人（受入総数の 22.2％）と最も多く、次い
で、台湾の 13,083人（同 19.2％）、中国の 10,638人（同 15.6％）、タイの 5,860人（同 8.6％）、アメリカの 4,468
人（同 6.5％）の順となっている（図－147）。 
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れている。地域別では、5 人のうち 4 人が北アメリカ州又はヨーロッパ州へ派遣され、4 人のうち 3 人




















<5> 我が国から先進諸国への派遣 570,014 人のうち、412,891 人（72.4 人％）が「留学」・「研修」を目的と







<6> 上述の内容は、過去 20年間を通じての傾向であるが、大きな転換点となった昭和 60年以降の傾向
を見ていみよう。昭和 60年代に入ってからは、派遣・受入ともに急増傾向を示し、とりわけ、派遣の増








































(2) 法務省法務大臣官房司法法制調査部編「出入国管理統計年報」（昭和 46年版～平成 2年版） 










































在留資格 在留資格に該当する者 在留期間 
4 － 1 － 1 外交官，領事官，これらの者の随員，これらの者の家族 任務にある期間 
4 － 1 － 2 
日本政府が承知した外国政府又は国際機関の公務を帯びる者，そ
の家族 任務にある期間 





90 日，60 日，30 日
又は 15日 
4 － 1 － 5 貿易，事業又は投資活動を行う者（企業の管理者や経営者） 3 年，1 年，6 月又は3月 
4 － 1 － 6 留学生（短期大学以上の教育機関等で研究を行い，又は教育を受








3 年，1 年，6 月又は
3月 
4 － 1 － 8 芸術上又は学術上の活動を行おうとする者（音楽，美術，文学，科
学その他の芸術上又は科学上の高度な活動を行う者） 
1年，6月又は 3月 











3 年，1 年，6 月又は
3月 




3 年，1 年，6 月又は
3月 
4 － 1 － 1 2 産業上の高度な又は特殊な技術又は技能を提供するために国内
の公私の機関により招へいされた者 
3 年，1 年，6 月又は
3月 





4 － 1 － 1 4 永住しようとする者 永久 






4－1－16－1 日本人の配偶者又は子（日本人の家族として本邦に在留する場合） 3 年，1 年，6 月又は
3月 
4－1－16－2 昭和 27年法律第 126号第 2条第 6項に該当する者の子で同法施










（注） 在留資格 4－1－○とは，出入国管理及び難民認定法第 4 条第 1 項第○号に該当する在留資格の








1. 外 交  2. 公 用  
3. 短期商用・業務 4. 海外支店等へ赴任 
5. 学術研究調査 6. 留学・研修・技術修得 
7. 役 務 提 供  8. 永 住  
9. 同 居  10. 観 光  











1. 民間企業関係者 2. 報道関係者 
3. 自由業関係者 4. 留学生・研究者・教師 
5. 政府関係職員 6. そ の 他  
 
 
 
注） で囲んだものが今回調査対象としたもの。 
 
 
